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経済学研究 45-4
北海道大学 1996.3

市場の多層的調整機構(上)
最短期と短期における価格・数量調整一一

西部

1.はじめに

われわれは前稿で，1)各部門内に複数の技

術が併存しているという経済状況において，価

値体系や生産価格体系の与件とされる各部門の

代表的技術を確定することが，市場価値論の従

来の課題であること， 2) この課題の下では

「平均説=個別技術加重平均説」と「限界説=

限界技術加重平均説Jは，ともに論理的一貫性

を持つ代替的なアプローチであることを明らか

にした(西部口995J)。しかし，それらが前提

とする生産価格均衡は異なる含意を持っており，

そのことが価値概念に対しでも異なる理論的意

義をあたえることになる九両者の違いを対比

してみれば，次のようになろう。

1)西部口995Jにおいて「市場価値」という語を用

いたことについて，価値というタームがなぜ必

要なのか，長期均衡価格という意味では「市場

生産価格」というべきではないかという疑問が

寄せられた。この点について一言述べておきた

い。価値タームが必要か否かは改めて議論すべ

きであるが， これまでの論考ではその点を未だ

論じていない。というのも，市場の現実的な調

整機構を対象としている現在の議論ではその点

を問題にしなくともよいと考えているからであ

る。だが，次のことだけは確かである。「市場

価値論」にかかわる論点は，市場価値か市場生

産価格かといういわゆる「次元の相違」にのみ

あるのではない。市場価値論の議論が，ひとま

ずは価値体系と生産価格体系の雨体系の基礎と

なる代表的技術体系を決定することにあると考

えるならば，ことさら「市場価値論」を「市場

生産価格論」や「市場調整価格論」と言い換え

る必要はないであろう。むしろ，そう言い換え

忠

平均説によれば，

a)各部門で一般的利潤率が成立する生産価格

は静態的均衡価格である。

b)そこでは部門需要量が一定であり，それが

部門供給量と均衡している。

c)経済の定常状態における個別技術の部門内

シェアをウェイトとする「平均的技術結合」が

各部門における代表的技術である。

d)代表的技術=平均的技術結合により価値と

生産価格が決定される。

他方，限界説によれば，

a')各部門で一般的利潤率が成立する生産価格

は動態的均衡価格である。

b')そこでは部門需要量は変動しており，限界

需要量にたいし限界供給量が均衡している。

c')経済の動態的均衡における個別技術の限界

ることで， I市場価値論」という理論領域は単

なる静態的均衡価格決定のための系論ではなく，

その独自な問題領域があることが見落とされて

しまう危険性もある。すなわち，生産価格体系

を静態的均衡価格系として把握するのではなく，

生産価格が一定の幅の中で変動しながら収束も

発散もしないという意味での安定性を持つ動態

的均衡価格系と認識しうる可能性である。そし

て，そのように考えた場合，価値概念もまた，

従来の均衡論的アプローチが与えるのとは異なっ

た意味を持つことになるのではないか。価値体

系と生産価格系が同ーの代表的技術系により規

定されるならば，価値体系も動態的な意味を付

与されることになるであろう。こうした新たな

価値概念については，別の機会により詳しく検

討しなければならないが，その点を保留するた

めに， ここではとりあえず「市場価値論」とい

う用語を保持しているのである。
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的反応係数をウェイトとする「限界的技術結合」

が各部門における代表的技術である。

d')代表的技術=限界的技術結合により価値と

生産価格が決定される。

すなわち，平均説は，生産価格を静態的な長

期均衡価格とみなしているのに対し，限界説は

生産価格を絶えず変動を繰り返す動態的均衡価

格とみなしている。言い換えれば，平均説は各

部門の需要量と産出量が時聞を通じて一定のま

ま均衡している定常的な経済状態で，価値と生

産価格を規定しようとするが，限界説は各部門

の需要量が不断に変動しており，需要の限界的

変化に対し供給側が限界的に供給を調整するこ

とで均衡を達成している動態的な経済状態にお

いて，価値と生産価格を規定しようとする。し

たがって，平均説は，価値と生産価格が需要か

ら独立であると主張するのに対して，限界説は，

価値と生産価格は需要要因の影響を不断に被っ

ていると主張するのである。

これら両説はそれぞれ論理的には整合的であ

るので，理論が対象とする資本主義経済のどの

ような特性をどの程度満足に説明しうるのかと

いう理論的説明力や現実適合性といった観点か

ら，その優劣を判断しなければならない。資本

主義経済の特徴は，需要制約的な市場や価格・

数量変数の変動にあらわれる動態性にある以上，

限界説のほうが平均説に比べてより現実適合的

な理論であるとわれわれは考える。しかし，隈

界説が市場におけるいかなる調整過程を想定し

ているかは必ずしも明確ではない。限界説をと

るならば，どのような具体的なメカニズムによ

り限界的供給が限界的需要と均衡するのかを示

す必要がある目。

2)西部[1995Jでみたように，市場価格を市場生産
価格に引きつける調整機構としては，資本の部

門間移動，資本蓄積率調整，在庫調整などのメ
カニズムが考えられる。そのなかでも，理論的

に明確であるのは関根日986Jにおける価格・在
庫調整メカニズムである。ただし，そこでは，

企業による在庫調整(数量調整)と価格改訂

(価格調整)が同時に行われると考えられてお

しかし同時に，こうした理論的作業をつうじ

て限界説が含んでいる問題点もより明瞭になる

と考える。限界説の問題とは， もっぱら自発的

な需要変化に対する供給側の限界的な適応に視

野を限定し，資本主義経済の資本間の競争関係

を「環境適応的」な競争概念にのみ依拠して分

+斤していることにある。

前稿で指摘したように，市場価値論には，以

上の従来の課題に加えて， もうひとつの課題が

ありうる。市場価値論では，同一部門に存在す

る複数の技術の代表的技術への還元のメカニズ

ムだけでなく，同一部門に複数の技術条件が常

に併存する原因やメカニズムも同時に解明され

なければならないのではないか。技術の分散化

は超過利潤を求める個別資本の技術革新競争に

より促進されるので，複数の技術条件が常態的

に併存するメカニズムを説明するためには，技

術の革新と普及の動態過程を分析しなければな

らない。

この観点から，われわれは個別資本聞の二つ

の競争概念を区別し，資本とは，環境適応的競

争と環境創出的競争を同時に追求する経済主体

であると考えた3)。この二つの競争概念を簡単

に要約しよう。

環境適応的競争とは，次のことを意味する。

個別資本は，生産手段の価格や賃金を与件とす

り，調整期間の問題が明示的に扱われていない。
3)このことは，個別資本が常に環境適応的競争と

環境創出的競争の混合として活動する主体であ
ることを意味してはいるが，そのことはあらゆ

る時期において同じ度合いで二つの競争を行っ
ているということを意味しない。特に，景気循

環には，環境適応的な競争が強い局面と環境創

出的な競争が強い局面がありうることを含意し
てもいる。しかし，そうした局面における資本
行動を説明するためには，資本の蓄積態度や労

賃，生産手段，生産物の価格趨勢，社会的需要
の動向に関するより具体的な特定化が必要とさ
れると考えなければならない。もちろん， これ

らの特定化は景気循環論で行われるべきもので

あり，市場価値論はより一般的で抽象的な調整
機構を解明することがその課題である。
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れば，自己の利用しうる生産技術の集合から，

できるだけ効率的な技術を採用して生産を行い，

生産物を市場で与えられている価格で販売して

利潤を得ようとする，すなわち，所与の環境を

できるだけ自己に有利に利用しようとして競争

を行う。十分に長い期聞をとってみれば，生産

手段や労働力，あるいは生産物の価格が市場で

与えられているとき，産業の生産可能集合の中

から最も効率的な技術を採用して利潤を最大に

しようとするのである。この環境適応的競争概

念は，均衡論的アプローチにおける競争概念と

基本的に同じものであるといってよい。

「十分に長い期聞をとってみれば」というの

は，個別資本が最効率技術を速やかに採用でき

ない理由が存在していることに留保を付けたか

らである。第ーに，生産技術は一般には固定資

本に体化されているため，新たな技術を採用す

るには時間と費用を要するということである。

このため，自己が既に採用している技術を直ち

に放棄することが常に有利であるとはいえない。

第二に，最効率技術が，独占的に秘匿されてい

たり，特許などにより保護されているため，そ

の知識を獲得したり，たとえその知識があって

も利用できないということである。しかし，長

期を想定すれば， これらの障害は資本の環境適

応的競争をつうじて乗り越えられ，その結果，

最効率技術が普及して，すべての個別資本が最

効率技術を採用することになろう 4)。

4)投下資本の大小が，生産技術条件の相違をもた

らす主たる原因であるという見解もある。各技

術には固有の最低必要資本量が存在し，それが
最も効率の高い技術であるというときには投資

資金の過小な個別資本はこれを採用することが

できないかもしれない。一般的にこのような規
模の経済が存在するというのであれば，長期的

には資本量の大小により小規模資本は淘汰され，

大規模資本が生き残る独占的状況があらゆる産
業部門でみられるということになろう。したがっ

て，独占的状況においても，生産技術の均一化
は進むといえる。たしかに，現実にも，規模の

経済が働く特定の産業(鉄鋼，造船，鉄道，自
動車などの重化学工業)は存在する。しかし，

マルクスは，落流のような自然力を利用する

ものを除けば，規模の経済ないし技術革新によ

り超過利潤が発生するが，遅かれ早かれ，そう

した技術条件の相違は諸資本の競争により消え

去るものとみなしていた。多くの場合マルクス

は， I競争」を資本にたいする市場からの「外

的な強制」として，つまり環境適応的な強制作

用として捉えている。

「つまり，超過利潤の原因はこの場合には資

本そのもの(それには資本によって動かされる

労働も含まれる)から生じるのであって，それ

が充用資本の大きさの相違から生じるのであろ

うと，資本のより合目的的な充用から生じるの

であろうと，それに変わりはないのである。そ

して，同じ生産部面のなかのすべての資本が同

じ仕方で投下されるということを妨げるものは，

それ自体としてはなにもないのである。むしろ

反対に，諸資本閣の競争はこのような相違をま

すます均等化していく傾向があるJ(Marx 

口964J8.657，訳(8)59頁)。このように，資本

間の環境適応的な競争過程をつうじて部門内で

採用される技術は均一化する傾向にあるとマル

クスも考えていることがわかる。

最効率技術が部門全体に普及し，すべての個

別資本が同ーの技術を採用するような長期にお

いては，代表的技術は最効率技術に一致し，部

門内での複数の技術の併存という事態も消失し

てしまう。ここでは，市場価値論の従来の課題

生産技術の進歩は必ず固定資本の巨大化をもた

らすと一般的に述べることはできないであろう。

なぜなら，前世紀末から今世紀前半までの重化

学工業の発展と資本の独占化の傾向により，固

定資本の大規模化が生産技術の発展の一般的趨
勢であるという見方が支持されたようにみえた

が，現代の最先端技術である電子通信産業はむ

しろ軽薄短小化の方向を示しており，最低資本
規模が必ずしも増大しているわけではないから
である。また，現実の観察によれば，多くの産

業部門で独占が成立しているともいえないから
である。技術の長期的な発展は，規模の経済を
強めるものもあれば，そうでないものもあると

考えるべきであろう。
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も消えてしまい，平均説も限界説の対立も存在

しないようにみえる。こう考えれば，部門内に

おける技術の分散は，長期に至るまでの短期的

な不均衡現象であるというにすぎなくなる。し

かし，資本主義経済ではこの長期においても技

術の分散が存在しており，諸資本聞の環境創出

的な競争がそれを内生的に発生させているので

はなかろうか。

環境創出的競争とは次のことである。個別資

本は，自己に与えられた環境を拡張したり，新

たに創出することで，利潤率を一層高めようと

する。個別資本は，規模の経済を利用したり，

技術革新を行うことで一時的なものにせよ超過

利潤をえようと常に競争している。結果的に，

生産技術の集合は拡張され，生産技術の分散化

が進められる。新技術を革新した個別資本は，

それが産業全体に普及するまでは，超過利潤を

獲得することが可能である。もちろん，一定の

時聞を経てそれが普及してしまえば，超過利潤

は消滅し，当該商品の生産単位費用と生産価格

は低下する。この時，当該商品の投下労働量は

概ね低下し，労働生産性が上昇している由。こ

うした技術の革新と普及のプロセスは一回限り

5) 単位費用を低下させ利潤率を上昇させるよう

な新技術が，直接労働投入量を増大させ生産手

段投入量を減少させるような技術であるときに

は，価値を上昇させ労働生産性を低下させると

いった逆説的な事態が起こることもある。われ

われは，かつてそのような技術の存在領域を

「費用・価値逆行領域」と呼んだ(西部[1986])。
レーマーもこれと同様の指摘をしている

(Roemer[1981J Chap.4， pp.87-111)。 レー

マーによれば，費用を低下させる技術を「実行

可能J(viable)，価値を低下させる(労働生産

性を上昇させる)技術を「進歩的J(progress-
ive)，価値を上昇させる技術を「後退的J(ret-
rogressive)と呼ぶとき(向上，p.100，Def.4.4)， 
「実行可能だが進歩的でない資本節約的・労働

使用的な技術変化が存在するJ(同上， p.103， 

Theorem 4.9 (ii))，あるいは「資本使用的・

労働節約的技術変化の仮定をすてると，資本家

が後退的な技術変化を導入するようなゆがんだ

事態が生じるJ(向上， p.100)。

の事態ではない。超過利潤を求める環境創出的

競争は常に行われているし，それによって，生

産技術の分散化が常に進行しているのであるヘ

そもそも，マルクスの相対的剰余価値論とは，

技術進歩により労働生産性を上昇させることで

労働力の価値を低下させ，結果として剰余価値

率を上昇させるような動態的メカニズムを対象

とする理論であった。技術進歩は，科学技術や

生産体系の革新，新商品の登場や新市場の開拓

のみならず，社会経済の構造変化をともなうも

のであり，こうした動態性こそ資本主義経済の

極めて重要な特質であると，マルクスは考えて

いたため，自己の価値論の中心に相対的剰余価

値論を据え，特別剰余価値のような環境創出的

競争にかかわる概念を用いたのであった。

実際，資本が自ら積極的に環境を創り出す内

的性格を備えているということは，マルクス自

身がいくつかの箇所で強調しているところであ

る。

「だから，商品を安くするために，そして商品

を安くすることによって労働者そのものを安く

するために，労働の生産力を高めようとするの

は，資本の内在的な衝動であり，不断の傾向な

6)同様な見解は，日高口954Jおよび高須賀口965J
に見られる。例えば，高須賀は「ある生産方法

の普及は，それによる生産条件の均等化傾向を

もつのに対して，新生産方法の導入は生産条件

の相違を作り出すことに他ならないから，この

両者が同時に存在することは，原子的競争の中

には，生産条件を均等化する傾向とその均等化

傾向を破壊する傾向とが同時に存在しているこ

とを意味するJ(向上， 39頁)と述べている。

高須賀によれば，同一部門内には，個々の生産

方法の導入・普及・陳腐化の経済的生命との関

連で，三つの資本グループ，すなわち新生産方

法をすでに導入している資本グループ(上位グ

ループ)と，普及過程にある生産方法を採用す

る資本グ、ループ(中位グループ)と，自己の固

定資本の未償却のゆえに旧生産方法に固執して

いる資本グループ(下位グループ)があるとい

う。このうち， この部門の大量をしめるのは常

に普及過程にある生産方法で生産を行なう資本

グループであり，そこから，支配的大量である
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のであるJ(Marx [1962J 8.338，訳(2)163頁)

「労働に内在する他の諸力の場合に比べればもっ

とずっと高い程度で， このような生産手段の充

用の節約，即ち，一定の成果を最小の支出で達

成しようとするこの方法は，資本に内在する力

として，また資本主義的生産様式に固有でこの

生産様式を特徴づける方法として，現れるので

ある。J(Marx [1964J 8.95，訳(6)144頁)

環境創出的な競争は，単位費用の低下による

超過利潤の獲得を目的とするが，そのための手

段として資本は，大がかりな技術革新だけでな

く，現実にはむしろ労働の強化，労働条件の劣

悪化，生産の廃物の利用，機械や設備における

小規模な改良，経営・労働組織の変革など，よ

り実践的な方法をも利用する。資本が，経済環

境に受動的に適応することを強制されているだ

けでなく，自己に有利な環境を作り出そうとす

る能動性や自発性を内蔵する経済主体であるな

らば， このことは当然のことだともいえる。

近年，基本的に均衡論的アプローチを使用し

ていた経済学者が，自らの方法に対し一定の反

省や変更を加えようとしている。たとえば，新

古典派総合の創始者ともいえるヒックスは，彼

の最後の著書で財が多様化している現実から鑑

みるに，マーシャルの産業の長期均衡がそれほ

ど有用な概念ではないとし，どのようにして多

この中位クゃループの生産条件が市場調整価格の決

定において規定的役割を果たすとされている。

われわれは，技術の革新と普及の動態過程の断面

として部門の生産技術の差異を認識し， I原子的競

争下では，生産条件の相違は決して止揚されえない」

(向上，41頁)とする高須賀の基本的認識を評価する

ものの， この市場価値規定そのものには賛同できな

い。かりに，上位，中位，下位の3ク。ループが存在

することを仮定するにしても，中位グループが常に

支配的大量であるということはなL、。また，かりに

そうであるとしても，限界的な供給条件は，限界反

応係数を加重とする技術結合により決定されるので

あって，三つのグループのうちどれか一つの生産条

件が代表的技術になるとは限らない。すべてのグルー

プの生産条件がこの技術結合に大なり小なり影響を

与えうる。

様化が生じるのかを問うほうがよいと述べてい

る (Hicks[1989]) 0 r市場によって彼に与えら

れるシグナルに反応するだけの製造業者は，ほ

とんど自動的に反応するだけであって，革新を

要求されないJ(向上，p.24，訳27頁)とヒック

スがいうとき，やはり環境創出的な競争を念頭

においていることがわかる。

また，森嶋通夫も近著のなかで，一般均衡論

の正統的な定式化に満足できない理由を説明し

ている。

「現代のあらゆる一般均衡論モデルに共通す

る最も基礎的な仮定とは，選ばれた一定の人々

に生産可能集合が付与され，所有されていると

いうことである。(…)このような伝統的な一般

均衡論の経済に真の意味での企業家は存在せず，

したがって，それが自由企業体制を十全に描写

するモデルであるとは到底考えられない。現実

の現代経済では，生産可能集合は所与ではなく，

企業家によって創りだされるものである。また，

既存の生産可能集合は拡張することも，部分的

あるいは全体的に閉鎖することもできる」

(Morishima [1992J pp.2 -3，訳2-3頁)

こうした市場価値規定における相違は，われわれ

と高須賀との生産価格体系にかんする考え方の相違

にも関連しているように思われる。高須賀は，平均

原理を貫徹させるのが景気循環機構であるととらえ，

市場価格の循環的変動の平均ないし中心が生産価格

であると考えている。つまり，生産価格体系は，市

場価格の循環変動の現実的平均として存在する静態

的均衡体系なのだとみているといってよい。われわ

れは，生産技術体系がそもそも動態的不均衡にあり

ながら構造的安定性を備えた秩序系であると考えて

おり，われわれがそれを認識しようと共時的ないし

限界的に切り取ると代表的技術体系がえられ，それ

を「与件」として価値体系や生産価格体系が決定さ
れると考える。それらはわれわれの関心に基づ、く理

論的認識行為により静態的構造として把握されるだ

けであり，なんら実在的な意味で静態的均衡体系が

存在するわけではない。いいかえれば，現実の世界

においては生産価格体系に収束するような市場価格

の均衡化も，それを中心として循環的に運動を繰り

返す市場価格の平均化も存在していないと考えてい

るのである。
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従来の一般均衡理論に対する反省は，主とし

て伸縮価格市場に対する固定価格市場の見直し

という観点から行われている。しかし，固定価

格市場の採用が資本主義経済の現代的特徴であ

る寡占・独占化に対応した純粋理論の部分的修

正にすぎないならば，その理論的含意において

は問題が残されているように思う。ヒックスは，

財が客観的に標準化可能ではなく，多様化する

のは現代資本主義経済における財の特質ないし

企業の戦略の変化に起因しており，そこで初め

て固定価格市場が形成されるのであり， 19世紀

の競争的資本主義の時代においては完全競争に

近似する伸縮価格市場が典型的であったと考え

ている~しかし，資本主義経済は再生産可能

な商品を生産する製造業を主軸にして成立して

いるのであるから，固定価格市場は資本主義経

済における基本的市場の一般的性質を表現して

いると考えるべきであろう。また，技術革新や

財の差別化は現代において顕著になった現象で

あるとはいえ，マルクスがすでに協業，分業，

機械制大工業という資本主義的生産方法の発展

に特に注目して，相対的剰余価値論を展開して

いたことに留意するならば，環境創出的競争の

概念は，資本主義経済の一般的な特性として把

握することができるように思う。

資本主義経済の生産技術体系は，部門技術の

均一化を促進する環境適応的競争と，その分散

化をもたらす環境創出的競争の双方をつうじて，

7)例えば， ヒックスが次のように，生産物が単純
であった19世紀では，完全競争モテ、ルが現実的
であったという時，そのような含意を読みとる

ことができる。「それ cl教科書」の完全競争モ
デル〕は必ずしもつねにそれほど奇妙にみえな
くてもよかったと思う。(だからこそ， それが
教科書には入りえたのである/)製造業の主要

な最終生産物はかなり単純であった時代があっ
た。たぶん19世紀の大部分がそうであろう。具
体的には，ヤード単位で切り売りされていた綿
織物・毛織物，道具(ナイフやフォークやハン

マー)，さらに幾種類かの基本的な食料品(小
麦や砂糖)さえそうである。J(Hicks [1989J 

p.21，訳24頁)

動態的に進歩する。このような生産技術体系の

動態的進化の中で，需要の自発的変動にたいし

て供給側が絶えず数量調整を行うので， この相

互的反応過程において価値体系と生産価格体系

は内生的変動を被ることになる。

結局，市場価値論のもう一つの課題とは，価

値体系や生産価格体系の基礎になる生産技術体

系が内生的に遷移する過程で需要と供給が相互

反応を繰り返すメカニズムを説明しうる理論的

枠組みを提示することである。この謀題の拡張

は，経済理論の対象である資本主義経済にかん

する均衡論的アプローチの見方に原理的な変更

を迫るものでもあろう。

本稿は，以上の拡張された課題を主題的に考

察するものではなく，そのための準備作業とし

て，限界説が暗黙的に想定している市場の調整

機構を具体的にモデル化し，限界説の理論的イ

ンプリケーションを明確にしよういう試みであ

る。その目的は，資本主義経済の市場の基本形

が，均衡論的アプローチが考えるような単層的

調整機構ーそれが価格調整によるにせよ数量調

整によるにせよーではなく，最短期に作動する

価格調整と短期から長期にかけて多段階的に作

動する数量調整から複合的に構成される多層的

調整機構であることを明らかにし，その作動メ

カニズムを解明することにある。

1.価格調整と数量調整，および期間分析につ

いて

新古典派とケインズ派(ないしポスト・ケイ

ンズ派)において，市場が価格変数と数量変数

のどちらにより調整されるのかといった問題が

しばしば議論されている。たとえば，ポスト・

ケインズ派のクリーゲルはいう。

「需要の変化に対して価格を一定にしたまま

で在庫を取りくずしたり，積み増したりして対

応することができ，また売上げの変化に対して

価格を一定にしたままで能力利用度を引き上げ

たり，引き下げたりして対応することができる
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製造業にとって，市場一掃価格，あるいは需要 衣料，家具などの工業生産物)の場合，主に価

と供給によって決定される価格はほとんど意味 格は固定的であり，数量調整により固定価格に

がなし、。完全競争より低度の競争が行なわれて

いる世界では，製造業企業は主要費用に一定の

マージン Cmargin) を加えることによって価

格を設定し，その価格でもたらされる販売水準

に対して能力利用度を調整すると仮定するほう

がいっそう適切であるように思われる。この考

えかたによれば，需要の変化に対して調整され

るのは能力利用度であって，新古典派の完全競

争の理論のように，短期における市場一掃価格

でもなければ，長期における完全能力で常時稼

動している工場の数でもないJCKregel [1975J 

p.60，訳98頁)。

ここでは，価格調整と数量調整のどちらが機

能するかは，市場が完全競争にあるか，不完全

競争 cr完全競争より低度の競争が行なわれて

いるJ)にあるかという産業構造の違いによる

と考えられている。経済主体の数が十分多数で，

各経済主体が価格に影響を与えることはできな

いような完全競争市場では，価格が伸縮的にな

り主要な調整パラメターになるが，より現実的

な，独占的ないし寡占的な不完全競争市場では，

価格が固定的になり数量が調整パラメターにな

る。このように，ポスト・ケインズ派は産業構

造により伸縮価格市場と固定価格市場を分類し，

不完全競争が現実的であることを根拠にして後

者を採用するといってよい。

新古典派は，むしろ市場で取引される商品の

基本的な属性により二種類の市場を区別する傾

向がある。生産量が季節的に大きく変動したり，

腐敗しやすく保存が困難か，保存により価値が

著しく減少するような商品(たとえば，青果や

魚介類など農・漁業生産物，天然資源などの原

材料)の場合，それらの商品の供給はストック

として与えられているので，数量調整は難しく

価格調整が一般的になる。この時，供給量が固

定されているため，需要変動により価格が一方

的に上下する。他方，保存や在庫が可能な商品

(たとえば家電製品，コンピュータ， 自動車，

対する需要に対して供給量を調整する九

われわれは， これらの考え方のうち，どちら

かに与するものではない。むしろ，両者を統合

する立場であるといってもよいかもしれない。

フルコスト原理は，必ずしも寡占や独占といっ

た不完全競争市場に限定する必要はなく，製造

業に一般的に見られるものである。また，継続

的に再生産可能な製造業生産物こそ資本主義経

済における典型的な商品であるので，フルコス

ト原理は新古典派が考える以上の一般性を持っ

ていると考えられる。ここでより重要な点は，

そのような特定の属性を有する商品市場を単に

固定価格型に分類することではなく，資本主義

的市場の基本形においては，価格調整と数量調

整が異なる期間構造の中に同時に存在しながら，

それぞれが異なった役割を果たしていると認識

することである。これら二つの調整方法は，産

業構造や商品特性の違いにより異なる市場のタ

イプに対応しているというより，むしろ資本主

義経済では一つの市場の中に同時に存在しなが

ら，異なる調整時間に対応するものである。企

業は双方の調整様式を，期間の長短において使

い分けながら限界的調整を遂行する。

期間区分を導入する必要性は，調整には一定

の時聞がかかるということ， しかも生産や投資

などの各種の調整には異なる時間がかかるとい

うことを前提とするからである。この点を明確

にしたのはマーシャルである。

8)以上のような商品の特性や性質により市場のタ
イプを分類し，経済全体には伸縮価格部門と固
定価格部門が併存すると考え，そこにそれぞれ
価格調整と数量調整を適用する「伸縮固定価格
混在モデル」により一般均衡論を拡張しようと
いう試みも現れている (Morishima[1992J)。
市場タイプにより調整機構の異なる二つの部門
に経済を分割する点に，こうしたアプローチと
本稿のモデルとの違いがある。調整機構の二分
法は，均衡において価格と数量が双対的である
という考えに基いているように恩われる。
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「ここでは(われわれが生活している世界で

は)経済的な諸力はどれも，それをとりまく他

の諸力の影響をうけて，たえずそのはたらきか

たを変えていく。生産量・生産方法および生産

費は変動しており，たがいにその現れかたを調

整しあっている。これらはまた需要の性状と規

模とのあいだにたえず作用と反作用をくりかえ

す。さらにこれらの相互的な影響はどれも十分

な効果をあらわすのに時間がかかる。そしてど

の二つの影響も普通同じ速度ではたらくことは

ないJ(Marshall [1920J p.368，訳m61頁)

マーシャルは，次のように三つの期間区分を

行っている。

「均衡自体の性格も，均衡がもたらされる原因

の性質も，市場が含んでいるとみられる期間の

長短によって左右されるからである。のちに明

らかにすることだが，期間が短ければ，供給は

たまたま手もとにあったストックに限定される

が，期間が長ければ，供給は多かれ少なかれそ

の商品を生産する費用によって影響されるし，

また期聞が非常に長くなれば，その商品を生産

するのに要する原材料や労働を生み出す費用に

よって多かれ少なかれ左右されることになる。

これら三種類の行程はたがいに識別できないよ

うな階差をもって混じりあっている。J(同上，

p.330，訳m12頁)

これら三つの期間は，それぞれ一時的(最短

期)，短期，長期と呼ばれる。マーシャルによ

れば，最短期とは，

I~供給』が結局市場で売りにだされている

当座のストックを意味しており， したがって生

産費によって直接影響されるところのない需要

と供給の一時的均衡J(向上)を成り立たせる

ごく短い期間である。「いなかのまちの穀物市

場」におけるように，供給量がストックとして

与えられている市場期間を意味している。

短期については次のようにいう。

「専門化した技能と才能，適性をもった機械

その他の物的資本および適切な産業的組織の供

給を需要に十分適合するように調整していく時

聞の余裕が短期にはないので，生産者たちはす

でに使用している装備をもってできるだけその

供給を需要に適合させるように努力していくほ

かはない。装備の供給が不足していても，これ

らを相当に増大していく時間もないし，その供

給が過剰であっても，徐々に磨損していったり，

他に転用されていくのを待って供給を大幅に縮

減する余裕もないので，装備のあるものは不完

全に操業させていく他はないJ(向上， p.376， 

訳mn頁)

すなわち，短期とは，新たな熟練や技能を形

成したり，固定資本を更新したり，拡張したり

することができず，現有の資本設備や固定資本

を所与としてせいぜい稼働率を調整することに

より産出量を増減できるような期聞を意味して

いる。

また，マーシャルは長期を次のように説明す

る。

「長期においては，物的な工場と事業体の組

織を用意し，営業上の知識と専門的な能力を獲

得するのに投入される資本および努力の投資は

すべて，それによって得られると期待される所

得に適合するように調整されるだけの時閣の余

裕があるJ(同上， p.377，訳m72頁)

長期とは，稼働率調整のみならず，工場や機

械などの資本設備を更新し，増設したりするこ

とができる期間を意味している。

以上の 3つの期間区分に超長期を加え 4つ

の種類の期聞が次のように区分されることにな

る。

「四つの種類が区別されるが，いずれも価格

が需要と供給の関係によって規制されることに

変りはない。市場価格に関しては，供給は対象

としている商品の手持ちのストック，あるいは

とにかく『現存している』ストックの意昧にと

られる。正常価格に関しては，この正常という

用語を二，三カ月ないし一年といった短期にか

かわるものとする際には，供給は当該価格のも

とで，人的および物的なものを含めて，あると

きに現存している工場のストックをもって生産
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できるものをひろく意味するようになる。この

正常という用語を数年にわたる長期にかかわる

ものとする際には，工場自体が費用を回収する

かたちで建設されしかも与えられた期間内に操

業を開始できるので，正常価格に関連した供給

は，こういう工場によって生産できるものを意

味することになる。そして最後に，知識・人口

および資本の漸次的な成長と世代から世代へわ

たっての需給状態の変化とによってもたらされ

るところの，非常に緩慢な，すなわち超長期の

正常価格の移動があるJ(同上， p.378-9，訳E

74頁)

既にみたように，限界説では，在庫，稼働率，

蓄積率，資本移動といったさまざまな数量調整

要因がどのように機能し，市場価格の変動とど

のような関係にあるかが整理されなければなら

なかった。ここで，マーシャルの期間区分をい

くぶん修正し，最短期，短期，長期，超長期と

いった，それぞれの期間における需要変動にた

いし企業が性格の異なる供給調整方法を用いる

ことを次のように整理してみよう。

1)最短期では，各企業の産出量がすでに決定

され，供給量=最大販売可能量がストックとし

て与えられている。企業は一定の緩衝在庫を抱

えており，企業が提示する供給価格のもと市場

で表明される需要に対して，在庫量を含めた最

大販売可能量の範囲で供給を調整することがで

きる。需要が最大販売可能量の範囲にあれば，

価格を変動させずに需給一致を達成することが

できる。もし需要がそれを越えるほど大きいと

きには，市場価格の上昇により需給一致が達成

される。最短期とは，以下のわれわれのモデル

では今期 ct期)を意味している。今期におい

ては，今期の産出量と前期の生産物在庫の合計

により，最大販売可能量はストックとして与え

られているからである。

2 )短期では，需要の短期的変動に応じて，各

企業は既存固定設備の稼働率を変化させ，供給

量=最大販売可能量を調整する。しかし，固定

資本の制約により資本の部門間移動は基本的に

不可能である。もし，需要の短期的変動が固定

資本の最大稼働率の範囲で調整できないほど大

きいときには，市場価格の上昇により需給一致

が達成される。短期とは，以下のわれわれのモ

デルでは，今期 (t期)から次期 (t+1期)

までの 1期間に相当する。今期において，企業

は次期の予想利潤を最大化するように，今期の

稼働率を変化させ，次期の産出量を調整するこ

とができるからである。

3)長期では，一定の資金的制約の下で，固定

資本を増設・更新することにより供給量=最大

販売可能量を調整することができる。各企業は，

資本蓄積率の変化により固定資本の最大産出可

能量を調整し，それにより供給量=最大販売可

能量を調整する。部門間の資本移動が可能であ

り，部門内競争と部門間競争を通じて利潤率が

均等化され，生産価格が成立する。この期間に

おいては，費用価格を最小にする最効率技術が

普及する。資本の部門間移動が蓄積速度の遅速

を通じて行われる(ここでは，利用可能な技術

の集合は変化せず，技術選択は起こりうるもの

の技術進歩はないと仮定している)。長期とは，

以下のわれわれのモデルでは期から t+τ

期 (τ は固定資本の減価償却期間)までの τ期

間である。この期間において，企業は需要の趨

勢を観察しながら，長期的動向を予測し，それ

に対応して，固定資本の増設・更新により供給

量=最大販売可能量を調整していくことができ

るのである。

4)超長期では，新技術，新商品の導入と普及，

新しい欲望の出現により，社会的需要が構造的

ないし長期趨勢的に変化する。企業の利潤動機

にもとずく生産技術の革新と普及はさまざまな

部門で不断に進行するが，その遅速は社会的需

要の長期的趨勢や大局的変動に大きく左右される。

以下のモデルでは，超長期の要因は取り扱わ

ない。市場価値論のもう一つの課題にとってこ

の要因が重要であることはいうまでもないが，

本稿の課題は，技術の進歩や革新が存在しない

経済状況で「限界説」の調整機構を再構築し，
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それが含意する経済状況や市場像とともに，そ

の可能性の眼界を示すことにあるので，これを

捨象することとする。超長期の問題を明示的に

取り入れる理論的枠組みは改めて提示し直さな

ければならない。

ここでは，われわれがどのようなヴィジョン

で資本主義経済における市場を理解しているか

について，簡単に述べておくこととする。

資本主義的市場では，以上の四つの調整作用

が同時かっ重層的に働いており，生産技術の均

一化と分散化の傾向が，あるいは市場価格の生

産価格への均衡化と不均衡化のプロセスが複合

的に進行している。技術体系と社会的需要構造

が内在的に進化しながら，経済体系は不均等に

拡大・成長し，そのなかで社会的剰余の形成と

処理がおこなわれる。これが，資本主義経済に

特有な経済調整と経済発展の様式である。資本

主義経済は， こうした多層的な需給調整により

経済を不断に再組織化していく動態的秩序であ

ると考えられる。

このように資本主義経済を描写する上で，ま

ず必要なことは，企業が費用制約下ではなく，

需要制約下でその生産や販売活動を行っている

ことを明らかにすることである。企業の販売量

は，費用の上昇ではなく，需要すなわち「売行

き」により制約されると考えなけれなならない。

価格決定と数量決定は一定の揺らぎを持って変

化する，比較的独立した二つの過程である。こ

うした観点にたつことで，価格は相対的に安定

的な動きをすること，需要の動向に対する供給

量の調整は，多段階の緩衝機構を持ちながら，

ある期間における緩衝が枯渇したときに，より

長期の調整を必要とするという，多層型の調整

機構になっていることを明らかにすることがで

きると考えられる。

2. モデルにおける諸仮定

まず，企業の生産計画と調整機構についてど

のような仮定をおいているかをここで予め列挙

しておこう 0

・1)[時間]離散的な時間を考える。連続的時

間より離散的時間の方が，現在，過去，未来と

いう歴史的時間の不可逆性を簡潔かっ明確に表

現できるからである。

2) [生産物特性]すべての生産物は腐朽せず，

どれだけ長期間在庫として保蔵されても，その

有用性に変化はない。すなわち，青果，魚類と

いった商品ではなく，一般工業生産物を想定す

る。もちろん，工業生産物の場合札製品仕様

の陳腐化，品質劣化による有用性の低下(マル

クスのいわゆる道徳的磨損)は起こりうるが，

ここでは考慮しない。

3) [生産期間，生産技術]生産期間は 1期間

とする。企業は今期 ct期)に一定の稼働率で

固定設備を利用し，原材料，労働を投下して生

産を行い，次期 (t+l期)に生産物を産出する。

利用可能な技術の集合(生産可能集合)は，期

間を通じて変化しない(技体漣歩がないと仮定)。

4) [固定資本]固定資本の償却期間は τ期間，

その懐妊期間は U期間である。生産技術は固定

資本に固有の技術であり，それを更新するまで

は生産技術を変更することはできないとする。

つまり，体化技術を仮定する。単純化のために

生産技術の変更は τ期間ごとに行われる固定資

本の更新投資時にのみ，行われることとする。

したがって t期に完成する固定資本高の更

新投資にかんする決定は t-u期に行われ，それ

はt+τ期にさらに更新されなければならない。

5) [予想]各企業は，今期において，今期ま

でのすべての市場価格や販売量にかんする情報

を等しくもっている。企業はこうした情報に基

づいて，次期以降の市場価格や販売量を予想す

る。

6) [在庫調整，稼働率調整]各企業は， 自己

の個別的な予想と判断に基づいて，毎期稼働率

(操業率)を調整する。稼働率の上限は完全稼

働 (κ=1)，下限は操業停止 (κ=0)であ

る。固定資本費用は稼働率の上昇にともなって

生産物ー単位あたりで低下すると仮定する。企
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業は，自ら決定する要求利潤率のもと，次期の

予想、利潤を最大にするように，今期の稼働率を

決定するとする。ひとたび稼働率を設定して生

産を開始すれば，稼働率は変更できないものと

する。稼働率決定の事前においては，単位生産

物あたりの固定資本費用と流動資本費用の合計

である単位費用は操業率の下限から上限まで一

定率で低下するけれども，事後においてはそれ

は一定である。

7)[固定資本投資，技術選択]各企業は， 自

己の個別的な予想と判断に基づいて， τ期ごと

にできるだけ効率的な技術を体化した固定資本

K に更新するよう投資計画を決定し，最大可

能産出量 Qfを調整する。したがって，固定資

本に体化された技術は τ期ごとに変更されうる。

8) [供給計画]各企業は単位費用に一定の利

潤率を要求するものとする(マークアップ原理)。

各企業は，単位費用にこの要求利潤率を乗じた

利潤を単位費用に加算して供給価格を設定する。

つまり，企業が設定する供給価格は単位費用×

(1+要求利潤率)である。要求利潤率は企業

が設定するものとしよう。企業は，最大販売可

能量(今期の産出量+前期の在庫量)までは，

この価格で市場に供給することを決意する。

9) [市場]市場は毎期聞かれ，市場価格(一

物一価を想定する)と販売量が決定される。ま

ず，一つの企業しか存在しない場合，市場では，

企業が設定した供給価格が提示され，それにた

いして一定の需要量が表明されるとする。表明

された需要量が企業の最大販売可能量以内であ

る限り，企業はすでに設定した供給価格で販売

する。この時，市場価格と供給価格は等しくな

り，実現販売量は需要量に等しくなる。表明さ

れた需要量が最大販売可能量を上回る場合は，

販売量は最大販売可能量になる。その時，市場

価格は需要の強さに応じて企業の設定した供給

価格より上方へ事離することになる。結局，企

業が設定した販売価格に対する需要量と企業の

最大販売可能量のうち，小さい方が実現販売量

となる。

多数の企業が存在する場合には，各企業が異

なる供給価格を提示したとき，市場では次のよ

うに市場価格と販売量が決まる。 n個の違う

供給価格が提示されたとすると，各企業は n

個の企業グループに分かれる。このうち，これ

らを提示した供給価格の低い順に，第 1企業グ

jレーフ。から第n企業グループとする。まず，

第 1企業グループの供給価格に対し需要が表明

される。このとき，需要量が第 1企業グループ

の最大販売可能量(第 1企業グループに属する

各企業の最大販売可能量の合計)以下であれは

そこで市場価格と実現販売量がきまるので，第

2企業グループ以降は販売量はゼロになる。こ

こで需要量が最大販売可能量より大きければ，

今度は第2企業グループの供給価格に対し需要

が表明される。このとき，需要量が第 1企業グ

ループと第2企業グループの最大販売可能量の

合計以下であれば，そこで市場価格と販売量が

決まる。このとき，第 1企業グループは最大販

売可能量をすべて実現し，第2企業グループは

残余の需要に等しい販売量を実現する。需要量

が第 1企業グループと第2企業グループの合計

より大きければ，第3企業グループの供給価格

に対し需要が表明される。以下，順番により高

い供給価格を提示し，表明される需要量と供給

量が一致するまで，以上のプロセスを続ければ

よい。両者が一致するところで市場価格と販売

量が決まる。

3.在庫による供給量調整

まず，今期における供給量の調整が在庫を媒

介としてどのように行われるのか，在庫にはど

のような意味があるかを見ていくことにするヘ

t-u期に決定された更新投資は U期間の懐

妊期間を経て t期に囲定資本1Cを完成する

と仮定する。すると，現行の固定資本1Cτは

9)単に供給(量)というときには，本節で明らか
になるようにストックとしての最大販売可能量
を意味している。



80(446) 経済学研究 45-4 

t-τ期から t期までの τ期間稼働されること

になる。たとえば uが2，τが5だとすると，

5期前に操業を開始した現行の固定資本は今期

までの生産で償却され，今期以降の生産は 2期

の懐妊期聞をへて新しく更新された固定資本

高で行われることになる。

生産期間は 1期間と仮定しているので期

の産出量Qは固定資本lCτと前期の固定資本

稼働率的 lにより決定される。稼働率κはO

から lの値をとり (0孟κ亘1)， κが上昇す

言い換えれば，今期の販売量JCは今期の産出

量 Q と前期の在庫量~-1 の和(すなわち，最

大販売可能量 St=Qt十~-1) によって上限を画

されている。したがって，次のようにも書ける。

JÇ=Qt+~ 三玉 Qt+ZH=St (4 ) 

今期の在庫供給量zがプラスの場合，在庫は

取り崩され今期の在庫量zが減少し，それが

マイナスの場合，在庫は積み増され今期の在庫

るにつれて産出量Qは一定率で増大する。完 量zが増加する。

全操業状態である κ=1のとき最大可能産出量

Qf = Qf (lCτ) に達する。最大可能産出量 Zt=~-I-tt (5) 

Qは固定資本lCτの体化された技術により，

t-τ期にすでに決定されており，前期の稼働

率的 1が今期の実際の産出量Qを決めるのであ

る。前期の稼働率κt-1は前期に決定されてい

るので(これがどのようにして決定されるかは

後述する)，今期の産出量Qは変更不可能であ

り，与えられた数量とみなされる。以上より，

Qt= Qt(lCτ，κ:t-1 ) 

=κH Qf (lC_，) 孟 Qf(lCτ) (1) 

さて，企業は常に生産物の在庫を抱えながら，

市場に対し供給を行っていると考えよう。今期

の商品の販売量JCは今期の産出量 Qと今期の

在庫供給量(在庫からの取り崩しによる供給葺

zの和に等しい。

JC = Qt+Zt ( 2 ) 

今期の在庫供給量tt(フロー量)の上限は前

期の在庫~-1 (ストック量)であるから10)

Zt = JC-Qt三玉 Zt-1 (3 ) 

10) t期初に存在している在庫量は，t-1期末に蓄

積されたものであるので、Z'-1と表現する。

(3)を (5)に代入すれば，次式をえる。

~=ZH-~=Qt+~-I-JC=St-JC孟o(6) 

今期の在庫量Z は，前期の在庫量 ~-1 と今期

の在庫供給量Zの差であり，それは今期の最

大販売可能量Stから今期の販売量JCを引いた

ものに等しい。今期の在庫量zは，今期の販

売量JCの大きさ次第で意図せざる変動を被る

ことになる。今期の販売量JCが最大販売可能量

Sに等しいの時，今期の在庫量Zはゼロになる。

たとえば，在庫量の初期賦存量を Zo孟 Oと

すれば 1期の在庫量は，

ZI=ZO-~=Q1+Z0-X1 孟 O (7) 

である。以上のことから，在庫量，産出量，販

売量，最大販売可能量が毎期どのように変化す

るかを図で示してみると， (図1)のようになる。

企業は，なぜ在庫を持つ必要があるのだろう

か。一般的に，在庫にはいくつかの役割がある

ということができる。すなわち，投機としての

在庫，緩衝としての在庫，情報としての在庫で

ある。

投機としての在庫とは，原材料，農産・魚介

物，原材料などの商品の場合に多く見られるも
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のであり，一定の在庫を保有しながら商品を供

給し， r安く買って高く売る」ことからキャピ

タルゲインとしての利潤を得ょうとする商人資

本的活動にかかわるものである。商人資本は，

価格上昇が将来において予想されれば，商品を

買い増し，あるいは売り惜んで在庫を増大させ

ようとし，逆に，価格下落が将来において予想

されれば，商品を買い控え，あるいは売り急ぐ

ことで在庫を減少させようとする 11)。この場合，

在庫量の増減は，基本的に将来の価格の予想に

依存していることになる。そして，この投機と

しての在庫の増減を通じて，極端な品不足や凶

作などの例外的状況で予想、が一方向にオーバー

シュートしない限り，一般的には価格は安定化

11)たとえば， ヒックスは，穀物市場における投機

的在庫形成に着目している (Hicks [1989J 
chap. 2)。穀物という商品では，その供給が
l年を通じて季節的に変動する。また，豊作の
年と不作の年がある。このように，供給が制御
できない大きな変動を伴うときには，在庫市場，
そして先物市場は投機的になるといってよいだ
ろう。これは，一般的にいえば， ヒックス自身
が述べているように，原材料，農産物，天然資
源などの商品(コモディティ)市場ということ
になろう(向上， p.19，訳22頁)。われわれが
ここで考えたいモデルは，それとは逆に，需要
が変動するとき，それにたいして供給がある範
囲において弾力的に適応できるような市場であ
る。この時には，生産物在庫は，緩衝や情報の
機能を果たすであろう。

されるであろう。

以下の議論は， こうした投機としての在庫を

捨象し， r緩衝としての在庫J，ないしは「情報

としての在庫」の役割にのみ着目する。という

のも， ここで問題としているのは，短期におい

て産出量を調整することができ，価格が相対的

に安定している工業生産物の製品在庫を対象と

しており，原材料在庫や仕掛品在庫を考えてい

ないからである。

「緩衝としての在庫」とは，予想販売量と実

現販売量のギャップを調整するために，企業が

意図的に保有する在庫量である。それは，価格

上昇による利益の獲得を目的とするものではな

く， r売り切れ」による利得損失や顧客の信用・

のれんの損失を回避するために行われる。投機

としての在庫が価格調整の機能を補完している

のにたいし，緩衝としての在庫は数量調整の機

能を補完する。

一方， r情報としての在庫」は， このような

意図せざる在庫の増減が予想の誤差を教えると

いう意味で，シグナルとしての役割を果たして

いる。企業が次期の予想利潤を最大にするよう

に産出計画を立てるとき，実現在庫率の予想在

庫率からの事後的な寧離は，企業の事前的予想

の誤りを告げることになる。前者が後者より大

き(小さ)ければ，予想販売量を高く(低く)

見積もりすぎたことがわかる。企業は情報とし

ての在庫により自己の予想を毎期修正していく

ことができる。

4.今期における市場価格と販売量の決定

さて， ここで，ある産業に一つの企業しか存

在しない状況を考えよう。その企業は，毎期生

産を行い，在庫を緩衝として利用しながら，販

売量を調整している。

当該産業における今期の需要量は，一般に当

該商品の来期以降の価格予想、や，他の商品の今

期および来期以降の価格予想にも依存するが，

ここでは単純化のためにこうした要因を無視し
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て，今期の需要Dtは今期の当該商品の価格あ

の関数であると考える。需要関数は，価格が上

昇(下落)すれば需要が増大(減少)するよう

な，右下がりの直線で表そうω。

Dt=Dt(Pt) = -atpt+あ (at>O，bt>O) (8) 

生産過程に毎期投入される原材料，労働力な

どにかかる費用を流動資本費用，生産過程で数

期にわたり継続的に使用される機械設備，工場

などの一期あたりのいわゆる減価償却費を固定

資本費用と呼ぶ。生産物 I単位あたりの流動資

本費用 kvは固定資本の最大稼働率まで一定で

あり，他方，固定資本費用 kcは稼働率が増大

するにつれて(最大稼働率κ=1まで)低下する。

いま t一τ期に建設された固定資本 ICーτを

定額償却法により τ年で、償却するとすれば 1

期あたりの減価償却費 Gτは， 4 τ=ICτ/ 
τとなる。したがって，今期の固定資本費用は，

的 =(GQfr) +e-(Qf -Q) 

=ヤ)+e-(1-fCt-l) -Qf (e >0) 

と線形近似できるであろう。 4-τ/Qfは最大

稼働率で操業したときの生産物 l単位あたりの

固定資本費用である。前期に設定した稼働率

的ー1による今期の産出量QがQfを下回れば，

Qf_Qt=(1一角 l)Qfにeを掛けた分だけ生産

物 1単位あたりの固定資本費用は増加する。

12)これは，いわゆる不完全競争市場において各企

業が直面する個別的な需要曲線と考えればわか
りやすいかもしれない。しかし，かならずしも

不完全競争が前提とされているわけではなし、。

現実の市場において，企業が自己の生産物の販

売に際して，価格を少し下げれば販売量がある

程度上がる(需要の価格弾力性は無限大ではな

い)と経験的に需要制約を認識していることを

表現していると考えることもできるだろう。産

業が完全競争に近似的な状態においても，この

ことは起こりうるはずである。

ここで， 4 τ/Qf十eQf=dtτ(>0)とおく

と，kCt=deτ-e Qtと書き直すことができる。

今期においては，前期の稼働率向ーlのもとで

生産は行われ，すでに Qは産出されているの

で，kCtを変更することはできない。固定資本

の収穫逓増効果は，次期の産出量 Q十1， した

がって今期の稼働率叫を決定するとき事前的

に影響する。一般に稼働率は毎期変化するので，

固定資本費用は固定資本の償却期間中，前期に

決定される稼働率に応じて変動する(稼働率が

償却期聞を通じて一定の時のみ，固定資本費用

は一定になる)。他方，技術は固定資本IC-rに

体化されており，流動資本にかんして収穫不変

を仮定しているので kVtは今期の販売量xeが

この産出量Q以下の時には一定値 Qτ(>0)で

あり，それを越えると無限大になるとみなすこ

とができょう。

以上より，今期の生産物 l単位あたりの生産

費用，すなわち単位生産費用 ktは次のように

なる。

[Xe ~玉 qJ

kt=kvt+kct=Ctτ十dtτ-eQt

[Xe> QtJ 

ム=∞ (9 ) 

ここで生産物在庫を考慮しよう。生産物の在

庫量は，前期までに生産された生産物の持ち越

し分であり，当然それらの過去における l単位

あたりの生産費用は異なることになろう。しか

し，在庫が今期に現存するストックという点で

は，それらを今期の生産物と区別する理由はさ

しあたり見当たらない。なぜなら，在庫にかか

る流通費用(保管・運輸費用など)は，個々の

生産物にかんして毎期計算され，生産費用のよ

うに一定の利潤率を要求するものではなく，一

定の在庫を維持するのに必要な一括的費用とし

て利潤から控除されるべきものであろう。だが，

以下の議論を単純化するために，ここでは上記

の諸費用は固定資本費用に，つまり，毎期の減



1996.3 市場の多層的調整機構(上) 西部 83(449) 

価償却費Gに含まれていると想定しよう。こ

うすれば，在庫の単位費用は今期の単位生産費

用と等しいといってよいだろう。よって，今期

において Q を産出し ~-1 の在庫量を抱える企

業の単位費用ムは次のようになる。

[X; 三玉 Qt+~-l=StJ 

kt=ctτ十dtτ-eQt 

[X; > Qt+~-l=StJ 
ゐ=∞ (10) 

企業は，販売量品が今期の産出量 Qと在庫量

~-1 の合計，すなわち今期の最大販売可能量品

以下である限り， この単位費用烏に一定の利

潤率写を要求する。つまり，企業は，販売量x;
がその上限Stに達するまでは，一定の価格で

生産物を販売しようとする。その上限を越える

と企業の供給は非弾力的になる。よって，企業

の供給価格ρ号は次のように決定される(図 2)。

[X; 孟 Qt+~-l=品]

ρSt= (Ctτ+dtーτ eQt)(1 +写)

[X; > Qt+~-l=品]
P司i=∞ (11) 

企業の供給曲線は(図 2)の818283のような

逆 L字型であり， それは最大販売可能量

p，k 

P司i

[ケースAJ
D 

D' 
83 

8， 
rr~"'-:. :二ZE~;¥h

九11 ~下旬、 U 

fj¥九(!(:

O 

、ーー~ーーーーーーーー~
'--.r-' 

z， Z，ーl

1C Q， S， Q' 

図2

D' 

Q，X，Z 

Qt+~-l までは水平で， Qt+~-l で垂直に折れ

曲がる。

前期に決定された稼働率で生産が行われ，生

産物がすでにストックとしている今期において，

市場価格(販売価格)と販売量がどのように決

定されるかは，次の二つのケースにわけで考え

なければならない。

[ケースAJ実現販売量が最大販売可能量より

小さく (X;<高)，需要曲線DDが供給曲線の

8182と交点を持つ時。

このとき，市場価格ムは，企業の供給価格

ρ号に等しい(あ=ρψ。当然，実現利潤率fは

要求利潤率がこ等しくなる (1i*=写)。この時，

市場価格は需要曲線のパラメターから独立に決

定されており，それは要求利潤率存が小さいほ

ど小さくなる。また，固定資本費用kct=dt-7:

-eQtは各期の稼働率に応じて変動するが，稼

働率が高いほど固定資本費用は小さくなるので，

市場価格は低下する。本モデルでは，各期ごと

に販売価格が変動する供給側の要因の一つは，

この稼働率にあるわけである。

一方，需要要因は実現販売量x;にのみ影響

を与える。今期の実現販売量は， (11)を (8)

に代入して，

Xt=-at(ctーτ+dtーτ-eQt)(1+可)+ム (12) 

で決定される。需要が旺盛であるほど叫が大

きいほど)，そして需要が価格に反応しないほ

ど (atが小さいほど)，企業の実現販売量x;は

大きくなる。また，要求利潤率写が小さいほど，

t期の産出量Qが大きいほど企業の実現販売量

x;は大きくなる。

要求利潤率が一定であるならば，需要曲線が

供給曲線のふ82の部分で交わる限り，固定資

本費用の稼働率変化を通じた固定資本費用の変

動はあるものの，現存固定資本を操業している

τ期聞において市場価格はほぼ一定であり，販
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売量のみが需要要因により変動する。すなわち，

ここでは価格調整ではなく，数量調整のみが作

用することになる。[ケースAJでは，需要が

常にショートサイドとして販売実現の主要な制

約になっている(有効需要原理)。

今期の販売量X;が決まると，事後的に今期

の在庫量Zが次のように決まる。

~ = St- X;=Zt-l-~ 孟 O (13) 

[ケースBJ実現販売量が最大販売可能量に等

しく，需要曲線D'D'が供給曲線の8283と交点

を持つ時 (X;=St)。

実現販売量はX;=Qt+Zt-lとなるので，市場価

格は (8)より，

、‘，ノ一E
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一
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』

'hu-
t
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Y
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であり，それはもっぱら需要曲線のパラメター

に依存する。需要曲線が丁度82上を通過しな

い限り ，Ptは企業の供給価格 ρ号=(Ctτ+dt-r

eQt) (1 +可)を上回り，実現利潤率 f は要求

利潤率可よりも大きくなる (1i*>耳)。

どれほど実現利潤率fが要求利潤率可を上

回るかは，需要曲線のパラメタ -atとあによ

る。 atが小さいほど，btが大きいほど，実現利

潤率は要求利潤率より高くなる。また，この場

合，今期の産出量と前期の在庫量がすべて販売

されるので，今期の在庫量はゼロとなる。

後に見るように，要求利潤率が与えられてい

るならば，企業は毎期必ずしも稼働率一杯に操

業するわけではないことに注意する必要がある。

不完全操業は，短期的には，前期において今期

の需要を予測し，それにもとづいて適切だと思

われる稼働率を選択した結果である。固定資本

投資は τ期前に比較的長期の需要動向の予測に

基づいて行われており，短期的な需要の変動に

対応すべきものではないのであり，前期にそれ

を変更することはできない。特に，企業の需要

予想が必ずしも正確ではないということを企業

自身が知っていれば，固定資本の産出能力には，

長期的な需要の上方への変動に備え，長期的な

視点からゆとりを持たせるべきであろう。それ

は，不確実な未来に対するひとつの合理的な対

処だといえる。もちろん，企業の需要に関する

長期的な予想が楽観的に過ぎ，稼働率が非常に

低い水準にあるということもあるだろう。この

場合には，単位固定資本費用がかなり大きくな

り，現行の供給価格を維持するためには要求利

潤率を引き下げるか， もしくは現行の要求利潤

率を維持するために供給価格を引き上げなけれ

ばならないだろう。だが，企業が毎期，不完全

操業にあっても稼働率が企業が考える正常範囲

にあるかぎり，予想が大きく狂った事態と考え

る必要はない。稼働率にゆとりを持たせること

が予想の誤りに対する対処であるならば，不完

全操業は企業にとり正常で満足すべき状態だと

いうことになる。

[ケースAJでは，市場価格は固定的であり，

需要の強弱により実現販売量が決定されている。

需要の強弱により実現販売量は増減し，実現利

潤量も増減する。こうした各期における数量調

整は，企業が需要制約に直面していることを表

現している。需要が予想を大きく上回り，数量

調整で対処できる臨界点を越えると，つまり在

庫量が枯渇する[ケースBJで，はじめて価格

調整が作動するわけである。

企業は需要の動向や変動を予想して，利潤を

最大にするように稼働率を決定するが，予想は

多くの場合実現されないので，実現販売量と予

想販売量にズレが生じる。企業は，この予測の

誤りにより生じる実現販売量の変動に対し，在

庫を緩衝として利用しながらその供給量を調整

し，通常は[ケースAJを達成しようとする。

その意味で要求利潤率は正常利潤率であるといっ

てもよL、。

[ケースBJでは，市場価格が上昇する結果，

実現利潤率も上昇して，実現利潤は増大するが，
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企業は前期において稼働率を上げておけば，正 る寡占的ないし独占的市場では，企業こそ定価

常状態である[ケースAJで要求利潤率を実現 としての供給価格を設定・変更するのであり，

し，より高い利潤を獲得することも可能であっ

たかもしれない。すなわち，稼働率を引き上げ

ることにより産出量を増大させ収穫逓増の効果

により固定資本費用kc，戸 dtτ-eQtを引き下げ

ていれば，より大きな販売量を実現し，その結

果より高い利潤を達成することもできたかもし

れない。このように，企業が前期において予想

利潤の最大化を達成するように稼働率を設定し

た事後において，予想以上に需要が高いときに

は，市場価格は供給価格以上に上昇する可能性

もある。

しかし， [ケースBJでは今期の在庫が枯渇

する。在庫がなければ需要量が予想を上回ると

き，数量調整で調整できる範囲は小さくなり，

次期も[ケースBJにおける価格調整に委ねる

可能性が一層高まる。そうなれば，次期以降の

需要増大に応じて規模の経済を実現しながら利

潤を増大する機会を逸してしまうかもしれない。

企業にとってこれは長期的観点から必ずしも望

ましい状態ではない。したがって， [ケースBJ
は，企業の予想に大きな過誤が生じた結果であ

り，企業にとって正常状態ではないと考えるべ

きである。この点は，予想利潤最大化という原

理により企業がどのように産出量を， したがっ

て稼働率を決定するかを次節で考察する際に，

より厳密に検討することにしよう。

以上をまとめると，超過供給が発生する[ケー

スAJでは，価格は固定的で数量が伸縮的にな

り，超過需要が発生する[ケースBJでは，数

量は固定的で価格は伸縮的になるというように，

それぞれの場合に数量調整と価格調整が作動す

るわけである。いわば二つの調整過程が最短期

の市場において同時に存在するとみるのである。

ここで，かりに市場で毎期需給が均衡すると

いう市場清算の仮定をゆるめるとどうなるかを

簡単に考察しておこう。本モデルでも[ケース

BJにおいて，市場清算の仮定を採用している。

しかし，固定価格市場を唱える論者が対象とす

需給が均衡しないときにそれを動かすかどうか

は企業の決定に委ねられることになる。この場

合には，企業の設定した定価では超過需要が発

生するからといって企業がただちに需給が均衡

するところまで，価格を引き上げるかどうかは

わからなし、。おそらく短期的にはそうすること

で大きな利潤を得ることができるが，同時にそ

うすることで顧客の信認を裏切り，来期以降の

需要の減少をもたらし，長期的な利潤を失う危

険があるからである。また，価格改定を伝達す

る費用もかかるにちがいない。そうならば，企

業は今期価格を据え置くことで，たとえ満たさ

れない超過需要が発生し，短期的に顧客を待た

せることになるにしても，すべての需要をクリ

アーできるように今期直ちに稼働率を上げ，次

期の産出量を高めるよう決意するかもしれない。

かりに最大可能産出量まで生産しでも，なお超

過需要を満たすことができないほど需要が強い

ときには，調整時聞がかかるにせよ，さらに固

定資本の増設を決意するかもしれない。このよ

うな状況においては，本モデルにおけるよりも

価格はいっそう固定的となるにちがいない。

しかし，ここでは最短期における市場清算を

前提にしながら，企業は短期的な利潤を最大化

するよう意思決定を行うとして議論を続けるこ

とにする。

5.今期の固定資本稼働率と次期の産出量の決

定

企業は次期の産出のために今期の固定資本設

備の稼働率向 (0孟κ孟1)を決定しなければなら

ない。これにより次期の産出量Qt+lが決まる。

逆にいえば，次期の産出量Qt+lを決定すれば，

今期の稼働率向は(1)より，次のように決まる。
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ここでは，企業は短期的な視点から，今期に

おいて次期の利潤 lli+lを最大化するように次

式の産出量を決定すると想定しよう。企業は自

己の生産費用に関するパラメタ -ctが dtτ e

を知っており，企業は入手可能な情報から需要

曲線のパラメターを lZt+l' bt+1をそれぞれ予想

するとし，それらの期待値を a:+1，b:+1としよ

う1九企業がどのように需要曲線のパラメター

を予測するのかという，期待形成の問題は考え

ないことにする。何らかの方法で企業は需要曲

線のパラメターを予測すると考えればここでは

十分である。これを先程と同様，二つの場合に

分けて考えてみよう。

まず，[ケースAJである。

(11) より次期の予想市場価格はが+1-

(ctτ+dtτ-eQt十1)(1+可+1)であり， (12)より

次期の予想販売量は JCe+1= -a:+1 (Ctーτ+dtーτ-

eQt十1)(1+写+1)+b:+1だから，次期の予想利潤

2511 は，

mil=写+1(ct-r+dtーτ eQt+l){-a:+1 (Ct-r +dtτ 

eQt+l) (1 +写+1)+ b:+1} (16) 

となる。企業は次期の予想利潤を最大にするよ

うに次期の産出量 Qt+lを決定する。(16) を

Q川にかんして微分して Oとおくと(以下，期

間のザブスクリプト等は煩雑なので省略する)，

伽 e/θQ=旬、r(1+r)(c+d-eQ)-beer=O ， 

これを Qt+lにかんしてもう一度微分すると，。2π/8Q2=-2ae2r(1 +r)< 0だから， これよ

り，

Q *=c+d 
be 

---------
e 2aee(1十r)

(17) 

においてZ511は最大値をとることがわかる。予

想最大利潤を与えるQホは，

13)企業の期待値ae，beがなんらかの確率分布上に
存在すると考えることも可能であるが，ここで
は予想形成にかんするそのような仮定を設ける
必要はない。

2ae(c+d) (1 +r) -be孟 O (18) 

ならば非負の値をとる。もちろん，このときQ*

三五 Qfという制約条件を満たしていなければな

らない (Q*> Qfのときには，企業は次期の産

出量をQ事 =Qfとするであろう)。

例えば，供給曲線に関するパラメターがc=

10， d=5， e=O.l， r=0.2で、あり，需要曲線の

パラメターの期待値をゲ=15，be=180としよ

う。また，最大可能産出量をQf=120，今期の

在庫量Zt=lOとする(設例 1)。これらを(15)

に代入すれば，Q=100で 1Z"t+lの最大値は90で

ある。また，このとき今期の稼働率向=0.83，

次期の予想単位費用 k乙1=5，予想市場価格

P:+l= 6，予想販売量JCe+1= 90となる。需要が

予想通りであれば， 次期の予想在庫は

~e+l=Qt+l十Zt- JÇ~1 = 100十10-90=20になる。

もし要求利潤率がr=0.25で，他が上と同じ

条件であったらどうなるか。同様の計算により

Qt+l = 108でZ511の最大値は102となる。このと

き，次期の予想単位費用 k:+1=4.8，予想市場

価格ρ乙1=6，予想販売量JCe+1= 90である。需

要が予想通りであれば，次期の予想在庫はZt~l=
22になる。

以上の数値例から，企業が利潤最大化を達成

しようとするときの予想市場価格と予想販売量

は，次期の産出量水準Qt+lと要求利潤率可+1か

ら独立であると推測できる。実際， (17)を(16)，

(10)， (11)， (12)に代入して整理してみると，

次期の予想最大利潤，それを与える予想単位費

用，予想、市場価格，予想販売量は次のようにな

る。

1Z"
e* = __ 

b竺-
4a(1 +r) 

k"*=c+d-eQ本=一一色一
2a(1十r)

pe*=立
2a 

(19) 

(20) 

(21) 
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xh=; (22) 

(19)における予想最大利潤は需要曲線のパ

ラメターが正である限り正になる。したがって，

(18)の条件が満たされている限り，ゼロ以上

の産出量で正の予想最大利潤が決定される。ま

た，8Qe宰/&>0，。πe*/δr>O， 8ke< / δr< 

Oである。

(19)から (22)の各式の結果から次のこと

が明らかになる。

(1)次期の予想最大利潤とそれを可能にす

る予想単位生産費用は，供給曲線の各パラメター

や産出量から独立で、あり，次期における需要曲

線のパラメターの期待値と要求利潤率にのみ依

存する((19)，(20))。

(ll)次期の予想最大利潤を可能にする予想

市場価格と予想販売量は，要求利潤率からも独

立に決まり，次期における需要曲線のパラメター

の期待値にのみ依存する ((21)， (22))。

これらの理論的含意については，次節で考察

しよう。

次に， [ケースB]を考えよう。

われわれは，このケースは，基本的には，企

業が需要の予想を大きく読み間違い，旺盛な需

要を最大販売可能量でも対応しきれない正常で

はないと事態と考えた。しかし， [ケースB]

における予想最大利潤が， [ケースA]のそれ

を上回ることが一般にいえるのなら，企業は，

初めから稼働率を低めに設定して供給を制限し，

市場価格を意図的につり上げることがあるかも

しれない。もしそうならば，最短期市場におけ

る[ケースB]は，事後的な予想、の誤りにより

発生するのではなく，事前に企業により計画さ

れたものであることになる。そうしたことが起

こりうるかどうかを検討することが， ここでの

課題である。

このケースでは， (14)より，次期の予想市

場価格はρ'z'+1= (bz'+1一 (Qt+ l+~))/a:+lであり，

予想、単位費用は kf十I=Czーτ+dtτ-eQt十l' 予想

販売量はXz'+1= Qt+l + Ztだから，予想利潤 Y511

は次のようになる。

1li
e
+l = (Pz'+I-kz'+I) -Xz'+ 

bj十 1-(Qt+l + Z，) ={~'+l .e t+l !!._(ctτ+dtτ-eQt+l)} 
""，十1

-(Qt+l+ζ) (23) 

これをQt+lにかんして微分して Oとおくと(時

間のザブスクリプト等は，煩雑なので省略する)，

δ'7[ _ ， 1， ~ • / 2， _ • be 
三工=2(e-~)Q+ (e-~)Z+~-c-d=O 8Q σ ae/- . af!. 

これをさらにQについて微分すると 827[t'+l/
8Qt~I=2(e 一 1/αつであるから ， aee< 1のとき，

*ー(2-aee)Z+aec+aed -be 
(24) 

2(aee-1) 

でZ511は最大値をとる。 (24)を (23)に代入

して計算すると， [ケースB]における予想最

大利潤可Lは次のようになる.

πe* 
(aeeZ+ aec +αed-bつ2

4ae(1-aee) 
(25) 

(24)でQ寧孟 Oとなる条件は，(2-aee)Z+ 

αec+αed-be壬Oかつaee~玉 1，または (2-aee)

Z+aec+aed-be孟Oかっaee孟1だが， (25) 

でど*孟 Oとなる条件は，aee< 1であるので，

(2-aee)Z+aec十ゲd-be三三Oかつ aee< 1 (26) 

のとき，非負の産出量で非負の予想最大利潤を

とる。予想最大利潤はすべてのパラメターに依

存してし唱。

この条件下ではaeeZ+αec+ゲd-be話 Oであ

るので， δ7['*/θZ豆0，87['* /θc壬 0，θl7[e*

/θ'd ~玉 0，。πe*/8b 孟 0， 87[e本/δe孟0，8πe*

/δα 三五 Oとなる。



88(454) 経済学研究 45-4 

先ほどの(設例1)では， αee=15x 0.1=1.5 

>1となり， (25) はマイナスの最小利潤を表

す。ちなみに，予想利潤はQt+l=Oでは-36.67，

Qt+l=Qf=120では43.33となり，いずれにして

も[ケースA]における予想利潤を越えること

はできない。

しかし， [ケースB]における予想利潤が

[ケースA]のそれを上回る場合もある。ここ

で， (26)を満たすような例を作ってみよう。 c=

10， d= 5， e=0.09， r=0.15であり，需要の

パラメターの期待値を ae=9，グ=180，最大

可能産出高を Qf=120，今期の在庫量Zt=20と

する(設例 2)。

[ケースA]では，Q;+l =70.05で予想最大

利潤巧Lは117.34となり，このとき予想単位費

用k:+1=8.70，予想市場価格P:+l=10，予想販

売量St"+1=90，稼働率向=0.58となる。次期の

予想在庫はZt':rl=Qt+l十Zz-St"+l=0.05になる。

[ケースB]では，Q;+l =55.79で予想最大利

潤π;:1は121.26となり，このとき予想単位費用

k:+1=9.98，予想市場価格ρ乙1=11.58，予想販

売量 St"+l=75.79，稼働率向 =0.46となる。次

期の予想在庫は当然ゼロになる。

見られるように， (設例 2)では[ケースB]

の方が，予想利潤が高く，単位費用，予想市場

価格とも高い一方，予想販売量の方は低くなっ

ている。このように， [ケースB]が企業にとっ

て有利になるのは，固定資本の規模の経済を示

すパラメタ -eが小さく，需要の価格にたいす

る反応パラメターの期待値ゲが小さい aee< 1 

の時である。

いま，両ケースの予想最大利潤を等しくする

利潤率を「裁定利潤率(ra)J と呼ぶならば，要

求利潤率が裁定利潤率より低いときには，企業

は[ケースB]を選択し，こうした供給制限が

生じることがわかる凶。

(設例 2)において， [ケースA]の予想最

14)裁定利潤率は，次のようにして求められる。裁

大利潤が[ケースB]の予想最大利潤121.26に

等しくなるのは， [ケースA]における要求利

潤率を15.57%とするときである。つまり 15.57

%が裁定利潤率である。要求利潤率がこれより

低ければ，稼働率を低く押さえて産出量を低水

準に維持し，価格上昇を意図する[ケースB]

を選択する方が企業にとって有利になる。(設

例 2)では要求利潤率は15%であったが，例え

ば，それを16%にすると， [ケースA]におい

てQ;+l=70.88で予想最大利潤は124.14となり，

確かに[ケースB]の予想最大利潤121.26を上

回る。

また， もし企業が要求利潤率を毎期選択する

ものと考えると，後で見るように，企業は予想

利潤を最大化するために完全稼働時における最

大要求利潤率を選択するであろう。この時には，

この最大要求利潤率が裁定利潤率を越えていれ

ば，企業は必ず[ケースA]を選択することに

なる。

既に述べたように， [ケースB]におけるゼ

ロ以上の産出量における予想最大利潤の条件

(26)は，収穫逓増の効果が小さく，需要は価格

に反応しないような場合に成立するが， これは

[ケースA]における同じ条件(18)に比べかな

りきつい制約条件であり， [ケースA]が成立

する可能性が一般には高いとみてよい。

6.予想利潤最大化の理論的含意

ここで，前節での分析結果の理論的な含意を

考えてみよう。

まず，命題(1)は，収穫逓増下において，

利潤を最大にしようとする企業は自己の制御可

能パラメターの制約を受けておらず，需要曲線

定利潤率raは，[ケースAJの次期予想最大利
潤と[ケースBJの次期予想最大利潤を等しく
する要求利潤率だから， (18)と (24)より，

a 
T 

b可l-ae
(aeZ+ac+αd-b)2 L 
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1996.3 

〆=~:-1 b 1 
J! .-2a(c+d-eQう (27) 

(設例1)， (設例 2)で計算してみると，最大

15)裁定利潤率r"が最大要求利潤率〆より大きく

なるのは，前注の式と本文 (24)より，

1 、 b
b2(1-ae) 咽 /2a(c+d-eQf) • 

(aeZ+ac+ad-b)2 ' 

の時である。

16)ここで，在庫費用を導入する単純な方法を説明

しよう。在庫費用がt期の在庫Z，l単位にf(>
0)であるとし，期間を通じて一定とする。在

庫費用fZ，は利潤から控除されると考えよう。

まず， (13)を考慮して，次期の予想在庫費用

は次のように表せる。
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致するところで，要求利潤率と最適産出量が決 自己の予想に基づいて産出量を決定し，今期の

定されるためである。しかし，各企業が要求す 産出量と前期の在庫量の合計である今期の最大

る利潤率は長期的にほぼ安定しており，毎期変

更することはないと考えれば，在庫の一方的増

加という問題は回避される。

他方，命題 (ll)が意味することは，企業が

需要曲線のパラメターの期待値に依拠して予想

利潤を最大化するような予想市場価格と予想販

売量を計算すると，それらが操作不可能な需要

要因により外生的に決定されるものとして認識

されるということである。言い換えると，企業

が[ケースAJを想定するならば，利潤を最大

にするようにどのような要求利潤率を設定しよ

うとも，予想市場価格と予想販売量は企業にとっ

ては外生的かっ一義的に決定されるということ

である。ここで問題とされているのは，あくま

で企業の主観的な需要予測にもとずく予想市場

価格と予想販売量にすぎないのであり， r現実

の」市場価格と販売量が需要の要因のみによっ

て決定されるということではない。

では，現実の市場価格と販売量はどのように

決まるのであろうか。それらは，前期に企業が

fZ'''+l = f(Q'+l + Z，-X，ム)
= f{Q+l +z，+ae(c+d-eQ+l) (1 +γ) -be} 

= f{(1-a
e
e(1 +r))Q'+l +Z，+ae(c+d) (1 +可+1)

-be} 

したがって，次期の予想利潤局11は，次のようにな

るo

1re~1 =r(c+d-eQ+l) {-a(c+d-eQ'+l) (1 +r) + b} 
-f{(1-ae(1 +r))Q'+l+ζ+α(c+d) (1+r) -b} 

これをQについて微分し Oとおく (期間のサブスク

リプト等省略)。

生f=2mr(1+T)(c+d-eQ)-ber f(I-ae(1+r)) 
δQ 

宅=一2ae2r(1+r) < 0より，
oω一

=0 

，_c+d b f(1-a叫l+r))
一一一一一一一一一 (α) 
e 2ae(1 +の 2ae2r(1+r) 

で次期の予想利潤は最大値ReHをとる。
2aer(c+d) (1 +r) -ber-f(1-ae(1 +r))註 Oなら';J:'，
非負の産出量でze・1ま非負となる。ただし Q"
Z玉Qfでなければならない。

販売可能量をストックとして市場に持ち込んだ

とき，最短期すなわち今期の市場における現実

の需要がいかに反応するかにかかっている。今

期においては，企業は既に一定の単位費用で生

産物を産出しており，この所与の単位費用に選

択した要求利潤率プラス 1を掛けて供給価格は

とりあえず決定される。今期の供給に関する決

意を事前に(すなわち前期に)行わなければな

らないのは企業の方であり，その意味では企業

がまず供給価格を決定しなければならない。そ

して，その供給価格に対する需要側の現実の反

応を待つのである。市場価格と販売量は市場に

(α) と (16) の違いは， (α) の最後の項

{f(1-ae(1 +r))} /2aa(1十r)にあり，それが
プラスかマイナスかどちらかをとることにより，
それぞれの場合の最適産出量の大小関係が決ま
る。すなわち，(1-ae(1+γ))>0ならばQ'本<
Q ¥ (1-ae(1 +r))三五 OならばQ牟牟孟Q‘である。

f= 0のとき， (α)は (16)になる。また，

θQ車掌 ber2+ f(2r+ 1) -ae(1 +r)2 

or 2αe2r2
(1 +γ) 

であり，分子はTに関するこ次関数である。こ
れは，一般に rの単調増加関数にはならないので，
企業が要求利潤率を選択するとした場合にも，最
大要求利潤率より小さい要求利潤率で最適産出
量をもたらす場合がある。
一方，予想、最大利潤πe"， '" ，ま，

1('" = -ae2r(1 +r) Q' '2+ {2aer(1 +r) (c+d) 
ber-f(1-ae(1 +r))} Q'本 -ar(1+r) (C+d)2 

+br(c+d)-f{Z+α(c+d) (1+r) -b} β) 

であり， (β)に (α)を代入して計算し，そ
れをrに関して微分すると，

空苓写長す:二二μk{《胸(

一2ρT一(1一αae)β/4αωe2与r2(α1+rの)2

になり，分子はTに関する二次関数である。こ
れは，一般にはrの単調増加関数にはならない

ので，最大要求利潤率より小さい要求利潤率で
最大予想利潤をもたらす場合がある。
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おける需給均衡により決められるが，その決定

には企業による前期の供給態度が反映されてい

る。

自己の予想が正しかったかどうかは，実現在

庫量と予想在庫量を比較してみればわかるであ

ろう。両者が一致していれば，予想、が正しかっ

たのであり，一致しなければ，実現された在庫

量の予想在庫量からの上下への;'iJE離の程度によ

り自己の予想の誤りの大きさを知ることができ

る。予想がそれほど大きく誤っていなければ，

現実の在庫量は一般に予想在庫量の上方または

下方に事離するだろうが，販売価格は企業の供

給価格と等しくなる。ただ，需要が予想よりは

るかに強含みの場合に販売量が可能な上限に達

して在庫が枯渇したときには， [ケースBJが

成立し，市場価格は企業の予想販売価格から上

方へ不離するわけである。ただし，実現在庫量

と予想在庫量のギャップが生じても，実現在庫

率が，企業が正常であると考える在庫率の上限

と下限の間にあるならば，今期における在庫率

の増加(ないし減少)も一時的な変動に過ぎず

次期以降に相殺されると予想されるため，ただ

ちに稼働率は変更されないかもしれなし、。

7.産業の短期供給曲線

前節までの議論に基づいて，一つの産業に多

数の企業が存在する場合の産業の短期供給曲線

について考察しよう。同一産業に多数の企業が

存在するときには，各企業が[ケースBJにお

いて利潤を最大化するとは考えにくい。なぜな

ら，自己が設定する供給価格以上の価格を設定

する企業はおそらく多数存在し，産業の供給量

はこの供給価格以上で必ずしも非弾力的になる

わけではないので，予想利潤は産業の供給関数

の形状を予想することを必要とするからである。

したがって，ここでは，どの企業も[ケースAJ
において予想利潤の最大化をはかり，また，各

企業が要求利潤率を選択することを仮定するが，

簡単化のために在庫費用の問題を捨象すること

k，ρ 
S，k 

D 

S 
p， 

k D 

X 
O x， 

図 3a 

にする。

まず，各企業が需要関数のパラメター(すな

わち，a， b) を同じように予想しており(こ

の場合には， (II)より，同じ予想市場価格と

予想販売量を予想することになる)，同ーの生

産技術の構造を持っている(すなわち，同じ規

模と効率の固定資本K を持っており，各パラ

メターc，d， eが等しい)場合を考えよう(ケー

スα)17)。このとき，すべての企業の主観的な

予想市場価格と予想販売量は同一である。各企

業は予想利潤を最大にするように，最大稼働率

と，それに対応する最大要求利潤率を選択する

ことになるが，各企業は同じ生産技術の構造を

持っているので，最大要求利潤率とそれに対応

する最低単位費用は等くなる。こうして，供給

価格と単位費用はすべての企業において同一に

17)ここでいう需要関数は， もちろん各企業に対す
るそれである。しかし，現実の需要関数からい
かに個々 の企業の需要関数が導出できるかといっ
た複雑な問題を考える必要はない。単に各企業
の予想において「価格がこれくらいの時これぐ
らい販売できるだろう」といった自己の商品に
対する「売れ行き」の予想にかんする楽観度を
表現するものと考えればよい。極端にいえば，
それは個々の企業家の頭の中にしかなくともよ
いのである。
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なり，各企業の可能供給量(=今期の産出量+

前期の在庫)を横に集計してえられる産業の短

期供給曲線ssと短期単位費用曲線 kkは逆L

字型になる。供給価格と単位費用は産業の総可

能供給量まで一定である(図 3α)。各企業の

供給価格は等しいのだから，自己の予想が実現

されるかどうかは確率的に決定される。この結

果，予想販売量より高い販売量を実現する企業

と，予想販売量より低い販売量を実現する企業

が出てくることになろう。

次に，各企業が需要関数のパラメターを同じ

ように予想しているが，生産技術の構造が異な

る場合をみよう(ケース s)。このとき，各企

業は同ーの予想市場価格と予想願売量をもつが，

各企業が設定する最大要求利潤率は生産技術の

違いによって異な与てくる。完全稼働時の単位

費用をより低くすることができる技術(すなわ

ち，最大生産可能量Qfが大きく， より収穫逓

増の効果を発揮できる，eが大きい技術を体化

した固定資本K)をもった企業グループほど，

より高い最大要求利潤率を設定するであろう。

この場合，産業の短期供給曲線ssはやはり逆

L字型になり，供給価格は産業の総可能供給量

まで一定であるが，短期単位費用曲線 kkは低

い方から高い方へ階段状に上昇するはずである

(図3s)。各企業の供給価格は等しいのだから，

D' 

p，' 

O JV 
X 

x，'キ

図 3y

自己の予想が実現されるかどうかは確率的に決

定され，予想販売量より高い販売量を実現する

企業と，予想販売量より低い販売量を実現する

企業に分かれることは[ケース α]と同じであ

る。

また，各企業が同ーの生産技術の構造を持っ

ているにしても，需要関数のパラメターに異な

る期待値を持つ場合を考えよう(ケース y)。

この時，予想利潤を最大にする主観的な予想市

場価格と予想販売量は異なってくる。しかし，

各企業は同一の生産技術をもっているので，予

想利潤を最大にするために選択される最大要求

利潤率とそれに対応する最低単位費用はすべて

の企業で等しい。需要に関し楽観的な企業グルー

プほどより高い市場価格と販売量を予想し，よ

り高い最大要求利潤率を設定するけれども，す

べての企業は同じ単位費用を持つことになる。

この結果，同一の単位費用に対して異なる最大

要求利潤率が課されるので，各企業グループの

今期の供給価格は異なってくる。最低の供給価

格を付けた企業グループの総可能供給量から最

高の供給価格を付けた企業グループの総可能供

給量まで横に集計した産業の供給曲線ssは右

上がりの階段状になる。一方，短期単位費用曲

線kkは逆L字型になる(図 3y)。この時，

需要曲線がDDであれば，p;より低い市場価格
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図31) 

を予想した企業グループは可能供給量をすべて

販売し，それより高い市場価格を予想した楽観

的な企業は販売を実現できず，大きな在庫を抱

えてしまうことになろう。需要曲線がD'D'で

あれば，市場価格ρ;*に等しい市場価格を予想

した企業グループの販売量は確率的に決定され

る。

最後に，各企業の生産技術の構造も，需要関

数のパラメターの予想もそれぞれ異なっている，

より一般的な場合を考えよう(ケース δ)。こ

の時には，まず予想利潤を最大にする主観的な

予想市場価格と予想販売量が異なってくる。す

べての企業が最大稼働率に対応する最大要求利

潤率を設定するが，同ーの需要関数のパラメター

を予想する，同程度に楽観的な企業グループの

中にも，固定資本の規模と効率に相違があるの

で，最大稼働率時の最大要求利潤率も最低単位

費用も異なる。したがって，同ーの供給価格を

もっ企業グループの中でも，単位費用が階段状

に上昇する。また，需要に関し楽観的な企業グ

ループほどより高い予想販売価格と予想販売量

にもとづいて，より高い最大要求利潤率を設定

する傾向が出てくるといってよい。この結果，

短期供給曲線ssは右上がりの階段状になり，

短期単位費用曲線kkは企業グルーフ。の数だけ

階段状の部分を持つ多階段状の形状になる(図

3δ)。この場合，同ーの供給価格を提示する

企業グループの内部に単位費用の分散が生じる

ものの，産業全体の単位費用は平均的に見れば

ほぼ一定という傾向が現れるであろう。しかし，

その傾向は， [ケース rJの時ほど顕著ではな

ここで，産業の需要曲線がDDであれば， ss 
とDDの両曲線の交点aで市場価格ρ;と販売量

x;が決定されるであろう。 ρ;より低い供給価

格を持つ企業は， [ケースBJの状態になり，

在庫はゼロになるが，要求利潤率より高い実現

利潤率を達成する。 ρ;より高い供給価格を持つ

企業は販売量がゼロになり，産出量はすべて在

庫として蓄積される。 ρ;と等しい供給価格を持

つ企業は[ケースAJの状態になりほぼ予想に

近い在庫を持つことになり，要求利潤率に等し

い実現利潤率を達成する。また，産業の需要曲

線がD'D'であれば，両曲線の交点bで市場価

格ρ;ホと販売量xfが決定されるであろう。こ

のとき，すべての企業の予想が悲観的すぎたの

であって，すべての企業で在庫は枯渇し，要求

利潤率より高い実現利潤率を達成している。

以上の 4つのケースに関する議論において重

要なことは，各企業の需要にかんする予想、が一

致していれば，供給価格は一定になり，供給関

数は逆L字型になるが，その予想が異なる場合

には，たとえ各企業の有する技術的構造が同ー

であったとしても，供給関数は右上がりの階段

状になるということである。そして，生産技術

の構造がさらに異なっているならば，それに対

応する単位費用曲線は，きわめて不規則な形状

を持つということである。

このような[ケース δ]では，市場価格以下

の同じ供給価格をもっ企業グループの中でも，

単位費用は低く，要求利潤率が(したがって実

現利潤率が)高い企業と，単位費用は高く，要

求利潤率が(したがって実現利潤率が)低い企

業とが混じりあっている。ところが，そうした

企業の在庫はすべて枯渇することになるので，
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需要の限界的な増加に対して限界的な供給をな

しうるのは，需要曲線DDと供給曲線ssの交

点aで決まる市場価格Pt*にその供給価格が等

しい企業グループ以外にはない回。これを「限

界供給企業グループ」とよぶならば，ある企業

が限界供給企業グループに含まれるのは，その

需要にかんする予想が現実の需要とほぼ一致し

ていたという事実によるのであって，その保有

する技術の規模や効率性，あるいは最低単位費

用の大小によるものではない。

限界供給企業グループの中にも，単位費用と

実現利潤率の分散があり，また，在庫ストック

の多寡にも分散がある(在庫が枯渇している企

業もある)ことに注意する必要がある。このう

ち，市場における限界的需要増加にたいして限

界的供給を行うことができるのは，いうまでも

なく在庫を持っている企業のみである。同じ供

給価格をもっ企業グループの中ではどの企業の

在庫が枯渇するかは確率的に決定されるとすれ

ば，在庫を持っているのは，必ずしも単位費用

の高い企業であるとは限らない。

こうして，いまや限界技術加重平均説=限界

説が主張していた限界的供給をおこなう企業グ

ループが明らかになった。短期における代表的

技術は，ほぼ正しい予想を行った限界供給企業

グルーフ。の中で，在庫を保有する企業の限界反

応係数によりその個別技術を加重する限界的技

術結合になるわけである。前稿で見たように，

産業内で供給を行っている企業の個別技術を産

出量シェアにより加重平均することで代表的技

術を決定するという個別技術加重平均説=平均

説は，その供給量の変化率は生産価格と個別的

生産価格の差に比例するという調整様式を考え

ていたが，短期においてそのようなメカニズム

は存在しないのである。

18)需要曲線が階段状供給曲線の垂直部分で交わる
ときには，供給価格が市場価格を上回りながら，
最も低い企業グルーフ。が限界供給グループにな

る。以下の議論は本文のケースに限るが，この
ケースについても同様の議論が展開できる。
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8.小括

本稿では，最短期と短期における数量・価格

調整のメカニズムを分析した。長期の調整方法

の分析は次稿に予定しているが，それも基本的

には同型的である。すなわち，市場においてフ

ローとして現れる需要発動に対し，供給側はゆ

とりをもったストックにより対応しなければな

らない。最短期の場面におけるストックとは，

前期に決定された産出量と在庫，すなわち最大

販売可能量であり，これらは今期において変更

不可能な定数として数量調整の上限を画してい

るのである。数量調整は，企業の需要の予想、が

大きく誤らなければ，この上限までの範囲で作

動するが，その上限に達すると作動しなくなる。

ここで，はじめて価格調整が作動する。短期に

おいては，生産稼働率を変更することができる

が，同様にその上限は固定資本に固有の最大生

産可能量により限界づけられている。長期にお

いては，固定資本容量を変更することで最大産

出可能量を変更することができるが，それも固

定資本投資のための自己資金や信用により限界

づけられている。このように，各期間のあらゆ

るレベルに，相同的な調整のメカニズムが見ら

れるのである。すなわち，需要制約のある市場

においては，企業は需要を予測しなければなら

ず，それにたいして，自らストックをかかえる

ことで需要に対し供給を調整しようする。しか

し，予想は必ずといってよいほど実現されない i

ので，ストックに一定のゆとりが必要となる。

そのゆとりの存在にも関わらず，在庫が枯渇

したり，最大稼働率まで産出して， もはや自ら

数量調整できないときに，調整は市場価格に委

ねられる。この時，価格調整が作動して，市場

価格は上方に変化することで需給が均衡する。

そして， こうした価格調整の作動による市場価

格の上昇は，より短期の数量調整が限界を越え

たため，より長期の数量調整が必要とされてい

ることをシグナルとして伝える。他方，在庫の

過大な蓄積は，稼働率の引き下げが必要である
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ことを企業に伝えることになる。

いわば，さまざまな期間には固有の数量調整

メカニズムがあるが，それらは，より短い期間

に対応する数量調整範囲の闘値を越えると発動

するような多層型の機構として構造化されてお

り，こうした数量調整と価格調整の双方により

市場機構は形成されているのである。資本主義

経済は，株式取引所，商品取引所，青果取引所

など一部の「よく組織された市場」をのぞけば，

各企業が価格を設定して顧客の需要を待つとい

うタイプの市場を主軸として構成されている。

そうした市場は，なんらかの単一の調整変数を

使って単一の主体(たとえば，セリ人のような)

により集中的に運営されているものではなく，

利潤を追求する各企業の投資・生産・販売活動

にまつわる調整行動そのものが，いわば分散的

に作り出す調整機構である。

資本主義経済における市場の基本形が，時聞

を重要な契機とする多段階型の調整機構である

と把握することは，経済学の基礎理論にとって

重要なことである。というのも，市場の基本形

の理解に依存して，資本主義経済を特徴づける

不安定と不均衡，分散と変動にかんする理論的

ヴィジョンが決定されるからである。資本主義

経済はそもそも定常状態において安定化しうる

ものではなく，需要変動にたいして供給を適応

させるようとする，こうした調整機構の不断の

価格・数量調整を介して動態的にのみ存続しう

る経済システムである。市場の基本形における

調整機構は，景気循環などのマクロ的変動の具

体的なメカニズムを展開する前に，市場像の問

題として一般的に提示すべきであると考えられ

る。
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